
 

令和７年産米の埼玉県の「生産の目安」について 
 

 埼玉県における「生産の目安」の算定方法については、「需要に応じた米生産の推

進に係る「生産の目安」について（令和５年１２月策定）」（参考資料１）で定めて

いる。 

 その考え方に基づき、国が示した「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針（令

和６年１０月）」（参考資料２）で示す直近の過去６年分の本県の需要実績から全国

需要実績に対するシェアを算出する。その中庸な４年分の平均値を全国の需要見通し

数量（６６３万トン）に乗じて本県の需要量を算定する。 

 さらに、令和６年６月末時点の民間在庫量は、国・県ともに過去の在庫水準と比較

して大きく減少していることを考慮し、令和７年産米「生産の目安」は、上記算定結

果に在庫量を勘案して設定する。 
 

 以上の結果、埼玉県の令和７年産米の「生産の目安」は１４２，２２１トン、面積

換算値は２８，８２５ha とする。 

 

 １ 県の令和７／８年の主食用米等の需要量見通し １３６，６９３トン・・・Ａ 

                      

年度 
需要実績 埼玉県の 

シェア(a/b) 

 

埼玉(a) 全国(b)  

30/元 153,517 トン 7,346,000 トン 2.090％ ○ 

1/2 149,288 トン 7,143,500 トン 2.090％ ○ 

2/3 144,248 トン 7,040,000 トン 2.049％ ○ 

3/4 148,443 トン 7,015,000 トン 2.116％ (最高) 

4/5 136,497 トン 6,911,000 トン 1.975％ (最低) 

5/6 142,269 トン 7,049,000 トン 2.018％ ○ 

 
 

 ６，６３０，０００トン  ×  約２．０６２％   ＝ １３６，６９３トン 

 

 

中庸 4 年分 

国の令和７／８年の 

主食用米等の需要量見通し 

県の需要実績のシェア 

中庸４年分の平均値 

県の令和７／８年の 

主食用米等の需要量見通し 



 

２ 国の適正在庫量を勘案した時の差分       ５，５２８トン・・・Ｂ 

  国の適正在庫量            １８０万トン・・・① 

  国の令和６年６月末民間在庫量      １５３万トン・・・② 

  適正在庫量との差（国）      ①－②＝２７万トン・・・③ 

  埼玉県の収穫量シェア        約２．０４７％・・・④ 

 

年度 
収穫量（主食用） シェア(a/b)  

埼玉(a) 全国(b)   

令和元年 148,900 トン 7,261,000 トン 2.051% ○ 

令和２年 151,800 トン 7,226,000 トン 2.101% (最高) 

令和３年 146,300 トン 7,007,000 トン 2.088% ○ 

令和４年 136,500 トン 6,701,000 トン 2.037% ○ 

令和５年 133,100 トン 6,610,000 トン 2.014% ○ 

令和６年 135,200 トン 6,792,000 トン 1.991% (最低) 

   

 国の適正在庫量を勘案した時の差分 

   国の適正在庫量との差（③）に県の収穫量シェア過去６年分のうち中庸４年分の

平均値（④）を乗じる。 

   ２７０，０００トン × 約２．０４７%  ＝ ５，５２８トン 

 

 

３ 令和７年産米の「生産の目安」  

   １３６，６９３トン ＋ ５，５２８トン ＝ １４２，２２１トン 

 

 

 

【参考】令和７年産米「生産の目安」と令和６年産米生産実績及び生産の目安との比較 

  生産数量 面積換算値 

令和７年産米「生産の目安」(a) 142,221 トン 28,825ｈａ 

令和６年産米生産実績(b) 135,200 トン 28,400ｈａ 

（a-b） ＋7,021 トン ＋425ｈａ 

令和６年産米「生産の目安」(c) 138,929 トン 28,160ｈａ 

(a-c) ＋3,292 トン ＋665ｈａ 

 

Ａ 県の令和７／８年の 

主食用米等の需要量見通し 

Ｂ 国の適正在庫量を 

勘案した時の差分 

令和７年産米「生産の目安」 

中庸 4 年分 

③適正在庫量との差（国） ④県の収穫量シェア 国の適正在庫量を 

勘案した時の差分 



 

 

令和７年産米の地域農業再生協議会別「生産の目安」について 

 

  米の需給調整に向けて地域での取組に活用するため、令和７年産米の地域農業再生協議

会（以下、「地域協議会」という。）別の「生産の目安」及び面積換算値については、以下

の方法により算定する。 

 

１ 地域農業再生協議会別「生産の目安」 

 （１） 令和７年産米の埼玉県の「生産の目安」（１４２，２２１トン）から県の留保分 

        ９７トン（学校教育・試験研究用等）をあらかじめ控除する。 

 （２） 令和７年産米と令和６年産米の県の「生産の目安」の数値を比較し、「生産の目

安」について対前年比の増減率を求める。 
 

①令和７年産生産の目安 ②令和６年産生産の目安 対前年増減率（①÷②） 

１４２，１２４トン １３８，８３２トン １０２．３７％ 

 （３） 令和６年産米の地域協議会別「生産の目安」に（２）で求めた増減率を乗じるこ

とで、令和７年産米の地域協議会別「生産の目安」を算定する。 

 

２ 生産の目安の面積換算値 

 （１） 市町村別統計収量の直近７年の中庸５年を平均して算定される数値に、さらに統

計補正係数（統計の地帯別平年収量を元に算出する。）を乗ずることにより、地帯

別平年収量に整合させ、市町村別の基準単収を設定する。 

 （２） 各地域協議会の「生産の目安(t)」を当該地域協議会が存在する市町村の基準単

収で除したものを、面積換算値（ha）とする。 

 なお、ラウンドの関係で生産の目安(数量)の合計は、１４２，１３１トンとなる。 

 （３） 地域協議会が存在しない市町であっても、上記と同様にその市町の「生産の目安」

と基準単収を使用し、面積換算値を算定する。 
 

 ※ ひとつの市町村に複数の地域協議会が存在する地域については、当該市町村におけ

る地域協議会ごとの前年度のシェアに応じて、「生産の目安」及び面積換算値を算定

し、当該地域協議会の数値とする。 








